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お伝えしたいポイント

市況情報 vol.3
FANG+指数 2019年の⾒通し（米国株式編）
〜米中貿易摩擦の軟化と利上げ終了に期待〜

 米中貿易摩擦については、米政権がさらなる関税強化に踏み込むかに注目
 ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）の利上げが終了するかどうかにも着目
 トランプ政権は株式市場の下落には政策で対応する可能性が高い

2018年12月19日

Fund Letter

※当ページに関する記載は、ブルームバーグ・各種資料より当社作成。
※後述の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。
※個別企業の推奨を目的とするものではありません。

 米中貿易摩擦については、米政権がさらなる関税強化に踏み込むかに注目

 FRBの利上げが終了するかどうかにも着目

 トランプ政権は株式市場の下落には政策で対応する可能性が高い

⽶中貿易摩擦については2018年12月初めの⽶中首脳会談の結果、小康状態となっておりますが、当面は⽶側の関税範囲
がさらに広がるか、また関税率が上がるかが重要と考えています。ただし、⽶中首脳会談後の発表によると追加関税の猶予には
90日という期限が定められており、まずは2019年2月末までに妥結が図られるかどうかに注目する必要があります。2月末までに
話し合いがまとまらずに、決裂の結果として関税強化が⾏われた場合には、貿易戦争による景気悪化懸念が強まり、株式市場
全体にはマイナスになる可能性が高いと思われます。
なお、FANG+指数採用銘柄については、業務の中心がソフト・サービスの企業が多く、アップル（iPhone）、テスラ（自動
⾞）を除けば、業績における関税の影響は比較的小さいとみています。

FRBのパウエル議⻑は2018年11月28日（現地）
の講演でハト派的な⾦融政策姿勢への傾斜を⽰唆し
ています。FRBの利上げが終了すれば、再びリスク資産
への資⾦流⼊が進む可能性が高く、株式市場に対して
は中期的にポジティブに働くことが予想されます。

トランプ⽶⼤統領は、不動産業界出⾝であることから、もともと景気や資産価格の下落については敏感であることが予想されます。
また、2020年の⼤統領選挙を考えると、景気に⼤きなダメージがあった場合には選挙で不利な材料となるため、株式市場の急落
にも敏感に反応する可能性が高いとみています。
以上のことから、景気の悪化が明らかになった場合には、通商政策の変更を含めたさらなる政策で対応することが想定され、この
ことが結果として株価の下⽀え材料になると思われます。

S&P500種指数とFOMC誘導目標⾦利の推移
（指数値）

（期間：1988年12月末〜2018年11月末）

（目標⾦利：単位 ％）
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Fund Letter

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの目的・特色

iFreeNEXT FANG+インデックス

 
ファンドの目的 
 

米国上場企業の株式に投資し、NYSE FANG+指数（円ベース）の動きに連動した投資成果をめざします。 
（注）「株式」…DR（預託証券）を含みます。 

 
●NYSE FANG+について 

NYSE FANG +指数は、次世代テクノロジーをベースに、グローバルな現代社会において人々の生活に大きな影響
力を持ち、高い知名度を有する米国上場企業を対象に構成された株価指数です。 

NYSE FANG+指数は、これらの企業に等金額投資したポートフォリオで構成されています。 
なお、「FANG」とは、主要銘柄であるフェイスブック（Facebook）、アマゾン・ドット・コム（Amazon.com）、

ネットフリックス（Netflix）、グーグル（Google）の頭文字をつないだものです。 
※当指数は、四半期（3・6・9・12 月）ごとに等金額となるようリバランスを行ないます。 

 
ファンドの特色 
 

1． 原則として、NYSE FANG+指数を構成する全銘柄に投資します。 
2． 為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。 
3． 当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。 

・マザーファンドは、「FANG+インデックス・マザーファンド」です。 
 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 

 
 

※後述の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。
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● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク、信用リスク）」、「集中投資のリスク」、「為替変動リスク」、「カントリー・リスク」、「そ
の他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※ 基準価額の動きが指数と完全に一致するものではありません。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

iFreeNEXT FANG+インデックス

投資リスク

ファンドの費用

当資料のお取り扱いにおけるご注意
■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものです。■当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社より
お渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基
準価額は大きく変動します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。■投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。証
券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。■当資料は、信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確
性・完全性を保証するものではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。また、税金、手数料等を
考慮していませんので、投資者のみなさまの実質的な投資成果を示すものではありません。■当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意見等は資料作成時
点のものであり、今後予告なく変更されることがあります。■当資料の中で個別企業名が記載されている場合、それらはあくまでも参考のために掲載したものであり、各
企業の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証するものではありません。■分配金は、収益分配方針に基づいて委
託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するものではありません。分配金が支払われない場合もあります。
販売会社等についてのお問い合わせ⇒ 大和投資信託 フリーダイヤル0120-106212 （営業日の9:00～17:00 ） HP http://www.daiwa-am.co.jp/

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことが
できません。 

※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。また、上場投資信
託証券は市場価格により取引されており、費用を表示することができません。 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 
 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

※徴収している販売会社は 
 ありません。 

— 

信託財産留保額 ありません。 — 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 0.7614％ 
（税抜 0.705％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対し
て左記の率を乗じて得た額とします。 

その他の費用・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オ
プション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場合の
費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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2018年11月30日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

ソニー銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第578号 ○ ○ ○ 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○ 

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ 

岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第52号 ○ ○ ○  

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第114号 ○  

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○  

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○  

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○  

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

iFreeNEXT FANG+インデックス　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社については今後変更となる場合があります。また、新規のご購入の取り扱いを行っていない場合がありますので、各販
売会社にご確認ください。
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